
 暗号資産交換業者に対し、顧客の暗号資産は、原則として
信頼性の高い方法(コールドウォレット等)で管理することを
義務付け

それ以外の方法で管理する場合には、別途、見合いの弁済
原資(同種・同量の暗号資産)を保持することを義務付け

 暗号資産交換業者に対し、広告・勧誘規制を整備

 暗号資産の管理のみを行う業者(カストディ業者)に対し、暗号
資産交換業規制のうち暗号資産の管理に関する規制を適用

暗号資産の交換・管理に関する業務への対応

情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応するための
資金決済に関する法律等の一部を改正する法律案の概要

情報通信技術の進展に伴う
金融取引の多様化

金融の機能に対する信頼向上や
利用者保護等の必要

その他情報通信技術の進展を踏まえた対応

 情報・データの利活用の社会的な進展を踏まえ、

 金融機関の業務に、顧客に関する情報をその同意を得て第三者に提供する業務等を追加

 保険会社の子会社対象会社に、保険業に関連するIT企業等を追加

 金融機関が行う店頭デリバティブ取引における証拠金の清算に関し、国際的に慣行となっている担保権の設定による方式に
対応するための規定を整備

暗号資産を用いた新たな取引や不公正な行為への対応

 暗号資産を用いた証拠金取引について、外国為替証拠金
取引(FX取引)と同様に、販売・勧誘規制等を整備

 収益分配を受ける権利が付与された ICO(Initial Coin
Offering)トークンについて、

 金融商品取引規制の対象となることを明確化

 株式等と同様に、投資家への情報開示の制度や販売・勧誘
規制等を整備

 暗号資産の不当な価格操作等を禁止

国際的な動向等を踏まえ、法令上の「仮想通貨」の呼称を「暗号資産」に変更


